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軍艦島
日本最初の鉄筋コンクリート造の集合
住宅は、 1916年（大正5年）に三菱社が
長崎・端島（軍艦島）の建築した炭鉱住
宅（30号棟）。 2015年に＝世界遺産登録。 車内－－~

雪 築100年で、維持管謹されもじさなく右中露護手書
建物は残うている0 ；；，：，，，.者T寸手

同潤会アパート
関東大震災の復興支援のために1923
年（大正 12年〉に設立された団体である
財団法人同潤会が、大正時代末期から
昭和時代初期にかけて東京・横浜に建
設した鉄筋コンクリート造りの集合住宅。
現在は、全ての建物が建替え等で、残っ
ていない。



社会的劣
陳腐化

居住者ニーズ不適
生活スタイル不適
既存不適格
環境性能低下
安全性低下 ：岳山正

ひび割れ
中性化
腐食

性能低下
安全性低下

済的劣化

資産価値低下
修繕費負担増
保守管理費負担
エネルギーロス

弘常事予 貸せないε
い 売れない



( 1 ）分譲マンションの現状

分譲マンションのストック※
－戸数約623万戸（平成27年度末）

事理開話国民 φj 害IJ以上（1,530恥）が居住（推計）鴫夕刊
一・マンション化率全国l2-.2%，東京都26.7%，迂戸川区；16.4%

（東京カンテイ調べ平成15年）

‘マンションの類型※

ファミリ 一 向け

複合用途

高齢者向け
ワンル ー ム型

リゾー ト型

※「平成27年度住宅経済関連データJ （国土交通省）他より。

品
目（

民議

缶
百（
ハ
刀

投資用
居住用

（新築マンション供給戸数推移）

所有形態 用途（居住）形態 購入形態



－資産価値の低下

・ 管理運営機能の衰退
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1. 品経午マンションの 状
(3）管理組合の現状
－組合員の意識により変わる管理
管理会社任せ、コミュニティ形成の不足

'f r;r ~~o年c~，2年経過すると建替えを視野i三宮牢検討が厳要i当：諜f~i~;f J;:C＼~円
．高齢化・賃貸化と空き住戸増加
役員のなり手不足吟負担偏重コすすむ管理形骸化 （国交省data)

．マンション管理の高度化
大規模修繕、再生（建替え・耐震〉、判例（マナー、滞納等〉、民泊等

．利益志向を強める管理会社
M&Aの進展、法規制強化と負担増、管理組合の選別（大規模志向）

．管理不全に陥るマンションの増加

3 

（国交省data）
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2 マンシヨンの建築年

[ 1 ） 建築年男lj に毘すこマンション線数・ 戸数

。分議マンション棟数を建築年別に見ると、 1 992年～200 1 年に建築されたものが最も多く、次い

で ＇1982年～ 199 '1 年に建築されたものとなっているの

戸数を建築：軍部に毘ると、 2002年以降に建築されたものが最も多くなっている

(I) 分譲マンション

（穣）

ア様数
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『 間制緩 ｜

22.3% • -i 
円 ＝53. 213 

！ ※ fマぞシヨぞ実態調査結果J （平成25年3月東京都都市整備局）より 0j 4 



1. 品経午マンションの現1犬
(4）高経年マンションの課題
35年園の壁問題（エレベ？ナタ：－圃T

．サ議替気： ！急 f露賀局 巳修~~， ~~） ト: 
j雫習暫書整資金f；京足〈；入；弘管理組合も） ! ：：；！＼韓F勺 侍

． 子；役員のなり手不足

賃貸化、高齢化が進み、組合の組織運営が難しい

修繕・改修か建替えか再生の方向性が決められない

耐震診断をした方がいいのか決められない（旧耐震）

建替えをしたいが、費用負担が大きく進まない

大規模修繕工事をしなければいけないが、費用が多大
で、いつまでこの建物がもつかわからないため、踏み切
れない

5 



1. 品経午マンションの 1犬
(5）人口減少時代のマンションマーケット
・東京都圏の人口推移

・新規マンションの供給（過去10年で2番目に少ない〉
巴平成27年全国新築マンション新規供給戸数8万9,869戸

頭首都圏（ 1都3県） 4万8,610戸、東京都3万2,466戸
6 



? 円牛（こ関する法律・制度. 
( 1 ）マンションに関する法制度の変遷

録
一縁

関
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t!H I 集

1 9 "16 怒

198 f 隼

1 983 年

1 992 年
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2.006 年 ， 窃夜間苦手
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20 1 3 是正 ｜ 等感 25 年

201 4 毎 i 窓妓 26 ｣t 
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資料 1
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2. 円牛に関する法律・制度
(2）区分所有法 〈団地内建物の建替え〉
I i&分所有法により毘構内建物を建て替える場合の決議要件
＜団地内の 1 練（又は緩数棟）を建て替える場合＞

に建縫え決議 〉 〈 承認決議 ~ 

！ 建て替える椋φ区

！ 分所若者数及び議 - 

! i夫権のβ分の4以 ι ’ 

j よび〉誕義一

。

く団地内の金ての建物を一括して建て替える場合〉

C 一括建替え決議 4
j脱会長区分桝縮問権
〔土地持分う の唇鈴のcoil 1占1上の決議

並びに各様の区分所有者数及び議決
権の3封必β長jょの質成

。

； く建替え承認決議を行える団地の条件〉 ; ； く一括建替え決議を行える留地の条件〉
：ヴ） 一回地内にある数棟の建物の全部又は一部が け① 団地内にある数棟の建物の全部が区分所有建物

区分所有建物であること げ であること ; 
詩区分読宥建物ではない建物のみが碕地内に存在する場合、 : : 司区分所有建物ではない建物が感地内に存在する場合、一語建替え1
建替え議認決議ができない。 : ! 決議ができおいー

j ② その問地内の建替えを実施しようとしている建： ；②①の建物の敷地がその団地内にある建物の団地
物の所在する土地がその団地内にある建物の ;; 建物所有者の共有に属していること
団地建物所有者の共有に属しているζと : : 埠 6-/if.が'Plf.穿Ji!/#Jd)lif.が'Rflf.容のみでえ -f'IL £1£(1)1/.治安井穿Lτ ：
司建替えを実態しようとしてレる建物の所在する土地につき、そ ＼ \ いる場合、一語建替え決議ができないe
維持抑所持者のみで房赫Qt•t;-f-aJH語舎のIK»'Plf·芳容の ：：③ 団地管理組合において、金棟一括管理鏡約が定め j
で共有している場合、建替え承認決議は不要。 i;.t,, Cl己すふごと : 

出典：第1間住宅鵠地の再生のあ妨1識する備す会会議資料鶴土斑酪） 1 lfJ!l;5iL τ＇／， 1 ，（，弱tt. -MilN.it.~i6tJfできt/1,,.. j 

8 



2 • 円牛に関する法律・制度
女＇ , .ヲ F 九＇ ＇、 n ' －，η ぢ- -

(3）マンション建替え円滑化法
資料2

事 fマシショフ窃唾8｝えの丹駅吹きな調理す苓送車fl （琴S:l~l ーされましに，

9 
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－容積率の緩和特例

・活用の可能性
－地価が高く、高度利用の可能な
都心部マンションの再生に活用
有効

15 
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? 円牛に関する法律・制度. 
.一府．B月！岬 千士

(5）団地の再生について
・都市再生特措法等改正法

－地方公共団体が都市計画として
再開発事業を決定することが要
件

・団地再生事業法の創設

云ー市雪＋晶，.令主 :t'fep ＿量汁区司，，F毛r;l

資料4
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2. 同牛に関する法律・£制度 -
a‘’,,,.7, 

(6） 耐震改修促進法改正について 資料5

. 

－耐震改修が必要
と自治体の認定
を受けたマンショ
ンの耐震改修の

総会決議要件
3/4コ過半数

。耐震代効促進を図るための縫策の方針

。耐震髭断、耐震制撃のおま〈指針〉

管 国土交通省

0目標途成のための具f相ザよ線策

。緊急線送道路等め指定〈都道府県市町村〉，防災担長建築物の指定（都道府県〉

語調i!：京語蕎詔師E議誼

1 要緊急安全li認大規健築物｜

。察結ー店舗、旅館等の不特定多般の者が利用する建築物及び学紙老人ホーム等の選
銭弱者が市閉する建築教ゅうち大規模なもの

0一定量以上の錨鰍を)(l11,）扱う貯議場 i 矧還喝のうち大綾援なもの

l 婁安全穫認計画己鍛建築物倒震E鰐佑断面＝位置附〉！

0 都道府県又J;:t市町村ガ鳴定する緊急繍送道路等め濃総書沿道建築物

O 都穫府県が指定する庁念、避難所等の防災&I!点建築物

耐震改修計画の認定
・亀震に対する安全！劫1確保される場合iま既存不適格の
ままで可とせ~特例
・耐火建築可建ペ崎容積駒棚 l

区分所有建築轍お耐震改修＠必要惜Z係る認定
・大規穫な耐震改9き償守おうとする場合の決議要件を緩
和。〈区分所有法め特例：3/4→1／的

耐震・飽ζ係る表示制度《任意。
－耐震性が確保計1ている旨の認定を錯すた建築制ごつ
いて、その旨を表示。

総震改修支援センター
員提題言断・耐震改修を円；僚と進めるための情報提供容の総合的
主主支援を実綾

ξH；通説記長長一一一一一一一一一一…一一一一！

住宅・建翻勾安全ストック形成事業 i 

; ・耐震対策緊泡促進事業 ; 
；・耐震政修促進税制 箸 : 

lfl 1 · －二二二二一一一一一一一
t一一__J ：今巨ゆ主な改正点

12 



J. 円牛対策の考えノシ
(1 ）高経年マンション再生の選択肢

'¥!/ 

l マンションの寿命

φψ 

｜ 建替え※ I I 解消 | 

γ 

任意建替え｜｜法定建替え｜｜ 敷地売却
（等価交換）｜｜（円滑化法）｜｜による建替

,v ψ 

I 建替え決議 | マンション敷地売却決議

※団地の場合はミックス再生も検討

13 



3. 再牛対策の考えノシ
(2）再生方向性の検討における課題再確認
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進
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－耐震性不足の資産価値ヘ影響

剖 ・耐震改修工事の専有部分への影響が
一 大きく、合意形成が難しい
ーバリアフリー化（ELV設置、段差解消な
ど）、高齢化対策の改修工事も検討要
．耐震診断で資産価値が下がる恐れ

－経済的理由（資金不足：個人、管理組・公平性を保って再生の支援を行うコンサ
合） jレタントや支援組織が少ない
－とりあえず圏らない。居住価値（居住快
適性）に不満がない

－耐震改修費用に対しての自治体からの
助成を受けるには、一般にIS値0.6以上
が条件

14 



3. 円牛対策の考えノヤ

(3） 長期再生計画の必要性（再生方向性の検討）

地価の高い都心など高度利用が可能な限定された地域にて利用可能

・再生方向性を支援するコンサルタントは、非常に
少ない。（設計事務所、その他〉

－建替えの可能性が少ないところへはコンサルタント
はなかなか来ない。来ても費用が高いo

a資産価値の目減り、管理運営機能の表退は急速に

進展する可能性があり、早めの検討が望ましい
15 
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3. 円牛対策の考えノヤ
一 I ら ‘，，，..，＿・... -....-<. E己苧－ " 時 r民主主『詑

を

(5）耐震診断・改修を進める合意形成〈旧耐震
マンション〉

. r防災委員会jを立ち上げ、勉強会等を通じて、災害対策の
点から、耐震改修の必要性についての共通認識を持ったう
えで、合意形成に進む

・特別の影響を受ける専有住戸の不公平感を取り除く工夫

．個人だけでなくマンションの公共性・将来に視点を置く啓蒙

掴自治体の耐震助成を得られないレベルでの耐震補強も検討

17 



4.異体的門生検討対策

( 1 ）再生方向性検討支援
＝専門家の活用

18 



4.貝体的円牛検討対策

(2）コーディネーターとコンサルタントの役割

再生方向性検討の中での役割

19 



4.貝体的再牛検討対策

(3）再生方向性検討支援に関わる団体・組織

（一社）再開発コーディネーター協会

（公財）東京都防災・建築まちづくりセン
ター

（公財）マンション管理センター

（一社）東京都マンション管理土会

（公財）住宅リフォーム・紛争処理支援
センター

（一財）日本建築防災協会
f耐震改修支援センターj

設計事務所

テ、イペロッバー

その他団体

マンション再生に関連する専門家や公共団体等航情報提供、専門
家の紹介等により管理組合等を支援する団体

マンショシ建替えの無料相談やアドバイザーの派遣を行う団体、 fマン
ション建替え相談室j
東京都の住まい、建築に係る防災・まちづくり事業の推進の一環で、
マンションの管理、改修、建替えへの専門家派遣

国土交通大臣の指定を受けた、管理組合や管理関係者を支援する
団体、 fマンション管王監直正化推進センターj

マンション管理組合等に対し、マンション管理や再生問題等について、
支援するマンション管理士の紹介

一級建築士や弁護士に、建替えや敷地売却について相談できる、住
宅専門の相談窓口、 f住まいるダイヤルJ

国土交通大臣の指定を受げた、耐震改修を支援する団体

環境企画設計、都市設計連合、アイテック計画、朔設計など

旭化成、長谷工、三井、新日鉄興和、三菱、東急、野村など

再生なび、都市住宅とまちづくり研究会、 URリンケージ、 JKK東京など 20 



4.具体的円牛検討対策

【Aマンション】 【Bマンション】
5階建〈エレベータ無〉、 83戸、 11 階建〈エレベータ有〉、 110戸、
築44~年、 i}: il'再生方向性検討r 主砲 r築4 §＿！堅持mr再生君向性検討

顎事；；雨量幸福美ま耐震；j生省：：伝達イ市ti霞「 自由主京語；； rg;w！雇通｛1i:f，需離
：毛苛

・ 自主管理から管理会社委託！こ変更しtr• ： アンヶードの結果、建替えの希望が多く、
管理系E
替えか信

合の活動の重点を再生（建
孫善改修か）の検討に移した

ζニシ

ゼノン云ノ管理士をコーディネーターとし
て再生検討実施（全9回懇談会）

再生方向性について、修繕・改修です
すむことで合意。耐震補強、エレベー
ター設置等の検討にすすむ。

建替え推進をしたいが、高齢の組合員
に反対もあり、できるだけスムーズに再
生検討をすすめたい。

大ζ二」

・ マンション管理士をコーテイネーターとし
て再生方向性検討のコンサルタントの
選定を実施（建替えの方向に決定）. マンション管理士をアドバイザーとして、
建替えに堪える管理規約に改正

21 



4.貝体的円牛検討対策
(4）再生検討時説明資料倒①

マンシヨン再生化の方向付けのイメージ

～稽替えか． 修講十改修 t耐震合） が～

主な針策と議集量掃の.猶

t議•·信－問の態調E宏司事｝

修櫨＋蔵修

ぐさ惨事義敏針尊正1賓
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• f誇鍵椅号亀
・ユ L・4ー ター
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， パリアフヲー

・符;J..ネ・綾剣

· I<再発防災 なY

O事実第費用WU !
（）！寝入負総怒産

主な書十爾と緩..婦の.儲

｛建曽・厳銀事”の鐙費量＊篭）＿；

種種え

のE事犠規制修~

。ポ IJ 月 一ム計算

。道成イメージ

の軽費望E費F詩型；：m

n領人重量 lf!想、渡

口敏地ー揮発銀詩型j成

鰻望書えの司..司，.主毒
． 自キ聖書欝量

e 軍事領，会得

・号事事幸元 P1滑化縫

! 説明金 | 自 | 鋭明会 | 

祖母ぽ
仁平イ~平均言語~＇＞ ｜ 比較験前説明会 ｜

I ~－認詑！！！！：； ； ι
l Illして．総合員会貨の顎 i I 方向性決定
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資料~ ！
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1·貝体的門牛検討対策
(4）再生検討持説明資料側②

建替え事輩由仕組み

舎建醤え事議費
新しいマンションを建設するために、事業主体と牟る建醤組合を設立し、各覆鵠
査や設計、建築エ掌拡どの建設に要する費用自韓輯をいう。

寄遺書え畿の新しいマン屯ンョンの韓嫡額
建替え畿の新しいマンションの総髄離は、マンション自立地や軽量毎技理、建物の
ずレ→噂により2提言書る。

密保留底として兜郵する部分
建替組合r~.. 建醤え事業費差縮うために、 新しいマンション抱一部〈保留床〉を住
宅デペロッパ→二売部する。

i審構潤者の芳の誕融資産緯種
建替え畿のマンションの保留底安売却して強った部分自額憧と怠る。

園’
書遺書T

守〉同〉的官E
., 

司自一一一一一一曲目『 ーーーーー 四

骨骨幅四幅

23 



4.異体的内牛検討対策
(4）再生検討時説明資料側③

24 



1·貝体的円牛検討対策 宅取引制 . '>J 負 了t

＂予・ ' 也‘Zι 長己
’－一一 一

·r.，野、‘ ？験帯、主

(4）再生検討時説明資料倒④

r－ー圃圃圃由同｝回圃園田ーー園田ー申｝園田園輔つ三三づ

｜修 I :
! . ョ l皇軍l i 
f 「一一寸修繕＋改修トーー一寸 i 了 I :
i I I I 改 I I 

i lo耐震改修工事・修繕改修内容の 11: I: 
I I 設定 I I '::. I, 

0概算捌算出と個人負担想定 I I ii I: 
I ti Ii 

I I 
川重 I l 

O間え構想菜の策定 11 ! I l 
・ 2 I I ＜喜 t
l I O概算費用算出と個人負担想定 I I が I: 
• I I 1 必｜ ！

l I 建省えの事業手法 I I 婆 | ! 
! I ・自主連答え I I Ii 
i I ・等価交後 , I l I. 
: I －闘え円滑化法 ,-, 

I, －敷地売却制度 I : 

L田－－.圃園田園田町圃醐田園輯叫岡田ー田園町田町圃唱割叫ーー四J

000マンション再生方向性検討全体スケジュールイメージ例
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建替え等検討

※マンション建笹え円滑化j去での建て脅えの場合

※スケジュールi立、想定です。実施肉容や合意形成の状況により変勤します。

【鋭明1
・コンサルタント建替えコンサルタント、修繕・改修コンサルタント、耐震コンサルタントなど、再生にかかわる篠々な分野の専門家で、知機・経験に基づき専門家として課題解決に向けた提案を行う

・再生方向性の淡路：マンションの再生手法の選択について．本緒的な検討を行っていくことを総会で決織することを一般的に「再生方向性の決織』といいます．
この決議は、区分所有j去に定められた必要な手続きではなく、こうした決議を行ったうえで、組合員の合意形成を行うことが重要です。
淡路要件は過半数ですが、出来るだけ多数の質成を得ることをお奨めします。
E室哲えに進む場合にlま、この決泌をr1量管え後進i夫総jといいます。

開発業者のことで、大規棋な宅地造成やリゾート開発、再開発事業、オフィスビルの建設やマンション分援といった纂業の主体となる企業のことの

25 
マンション管理士平由美鐙

区分所有法第62条により区分所有建物を建替えることを決める決織をいいます．
区分所有法でi立、区分所有者数の5分の4以上と議決権の5分の4以上の質成による決訟がある場合には、既存の建物を取り主主して、新しい建物を建築することができるζととしています。

－デペロッパー

－建替え決後



.,!J !J寸！地円牛守に関する参考情報
・東京都住宅政策審議会（東京都都市整備局〉

※第4回報告なぎさニュータウンからの報告

・マンション再生法（仮称）制定の提言（NPO 法人全国マンション管理
組合連合会） 2010.6.15

・「再生Jとは「主要な構造躯体を残しながら、部分的な改善・改良、設備の
更新等をすることで、その時代の住生活のニーズに合わせることj

国適切な維持管理と建物の長期使用を促す政策として、大規模改修・改良
工事の議決要件の設定など 26 



6 ， .自治体のマンション管理関連施策
・再生関連助成制度抜粋

東京都

耐震アドノミイザ一派遣
耐震診断助成（分譲マンション、緊急輸送道路沿道）

、 耐震設計助成（分譲マンション、緊急輸送道路沿道）
耐震改修助成（分譲マンション、緊急輸送道路沿道）

マンション建替え・改修アドバイザー制度
（公財）東京都防災・建築まちづくりセンター

マンション耐震アドバイザー派遣（自治体向け）

マンション耐震診断助成（自治体向け）

マンション耐震改修および、耐震改修費用相当分の建替え助成
（自治体向け）

マンション改修工事助成

マンション啓発隊（ I日耐震マンションに耐震化の助言）

耐震化総合相談窓口 27 



7. まとめ

高経年マンションの再生対策

4. 旧耐震マンションの耐
として課題が多い

’ ,, > 'I, ,, よ ',, ぜい - &. • u.~ l：手＇ .. ,.. . ' ., ,. -

であり 、 資産

、品については、依然

28 
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資料1

マンションに関する法制度の変遷

子西暦三三 ーら元号 建築基事法ー都市計寓法 区分所有法 マンション再生関連法規：
1950 年 昭；和 25 年 建築基準法制定

1962 年 昭和 37 年 区分所有法制定（1962 年）
・共用部の変更：全員同意（改良を目的

1968 年 昭和 43 年 都市計画法制定 とし、著しく多額の費用を要しないも
1970 年 昭和 45 年 建築基準法改正 のは 3/4 以上の多数で決議）

・用途地域を 4→8、容積率全面導入 ・建替え：規定なし（民法の規定により全
20 m31m の高さ制限撤廃 員同意）

1971 年 昭和 46 年 建築基準法改正
－柱の帯筋規定強化【柱の耐震性強化】

1976 年 昭和 51 年
建築基準法改正
・日影規制制定【建物の形態規制｝

1981 年 昭和 56 年 建築基準法改正
－新耐震設計基準【構造設計の考え方変更】
※これ以前の建物を旧耐震建築物という

1983 年 昭和 58 年 . 区分所有法改正（1983 年）

1992 年 平成 4 年 建築基準法改正 ・共用部分の変更：3/4以上の多数決に
・用途地場を 8→12 緩和（改良を目的とし著しく多額の費

1995 年 平成 7年 用を要しないものは過半数に緩和） 耐震改修促進法制定（1995 年）

1997 年 平成 9 年 建築基準法改正．
・建替え：過分の費用要件及び 4/5 以上 ·18耐震建物の耐震診断努力義務化

・共用の容積対象部分の緩和
の多数に緩和 被災マンション法制定

・再建決議、復i自決議
2001 年 平成 13 年 マンション管理適正化指針の制定（2001 年）

2002 年 平成 14 年 区分所有法改正（2002 年） マンション建替え円滑化法制定（2002 年）
・共用部の変更：形状又は効用に著しい －マンション建替組合の態立
変更を伴わないもの〈大規模修繕等） マンション建書え事業等

2006 年 平成 18 年 まちづくり三法の改革（都市計画法他） は過半数の決議に変更 マンション建替え円滑化法改正 ＂ （2006 年）
建築基準法改正 －建替え：過分の費用要件を削除 －耐震改修に係る決議要件の緩和等
・建築確認、検査の厳格化

2013 年 平成 25 年 耐震改修促進法改正（2013 年）
－耐震性不足認定マンションの改修決議要
件の緩和（3/4→過半数）

被災マンション法改正（2013 年）
－敷地売却決議、取壊し決議

2014 年 平成 26 年 マンション建替え法改正（2014 年〉
・マンション敷地一括売却制度の創設
－容積緩和の特例

2016 年 平成 28 年 都市再生特別措置法等改正（2016年）

－・2団／3地のの同共意有で者事を業1 組推合進員可と能して認定



マンション建替組合の設立
0 区分所有法＊に基づく建替え決護がされた場合、
都道府県知事の認可を得て、法人権を有ずるマ

ンション建替組会を設立できます。

0 マンション建替組合！ 運芭・意思浸定©）レー
ルが法律により明確化され、合意影成や事業実

施が円滑に行えるようになります。

事建物の区分所有苓！こ罰する滋律（昭和37年4月4日法律第69号）

民間事業者等の参加
毘問事業者等に参加しても5い、そのノウ1\o、
賓室力等を活用できる、参加組合員制度が設け5

れています。

権利変摸手法による関
係権利の円滑な移行
マンション建替組合が定めた権

利寧換者廼に笹U、区分所有権、抵
当権等の関係権利が再建されたマ
クbョン！~円滑i乙新守しますf
＊権清輝損

建音書え前後の権利の変砲の内容を定めた計
画の.道府察知恵による認可・公告害事により、
土地・II割に関する複利を一斉に移行させる

手法で、郷市再開発注に霊づく市街地再開発

事業で用いられています。

0個人脳ラ

マンシヨン建替組合に
よる権利の買取り
建替えに参加しない方からマン

ジョン建替組合が区分所有権等の
買取6を行うことがでます。

登記の一括処理
建替えに伴い必要とな

る登記を一括して申請で
きる不動産登記法の特

例措置が設け5れました。

建嘗えに参加しない方の居住安定の確保
マンション建替組合（ct、高齢などにより建替えへの参加が困難な方の代替住

宅の確保に努めるとととされています．

また、園、地方公共団体も居住安定のために必要な措置を信じることとされて

います。

マンション建替組合のほか、建替えについて区分所有者等の全員の同意がある場合は、区分所有者又はその同意を得た

デベロッパーなども、マンション建替事業を施行できます。

O防災や居住環境の面で著しい問題のあるマンションについて、市同村長が建替えを勧告する制度。

勧告が行われたマンションの建替えについては、公共賃貸住宅の家賃減額や移転料に対する補助など借家人の方などに

関する居住安定のための指輩、借家契約の更新等に関する借地借家法の特例が設けられています。

※ fマンシヨンの建替えの円j骨化等に関する法律J(平成14年法律第78号）！立、平成14年12月 18日に施行されました。

資料2



・マンションの建替えの円滑化等に関する法律の一部を改正する法律案
資料3

地震に対する安全性が確保されていないマンションの建替え等の円滑化を図るため、マンション及びその敷
地の売却を多数決により行うことを可能とする制度を創設する等の所要の措置を講ずる。

rlmi.l翠彊
－南海トラフ巨大地震や首都直下地震等の巨大地震発生のおそれがある中、生命・身体の保護の観点から、
耐震性不足の老朽化マンションの建替え等が喫緊の課題。

吟現在のマンションストック総数約590万戸のうち、旧耐震基準に基づき建設されたものは約106万戸。
一方、マンション建替えの実績は累計で18~i1牛、i約1叩00戸（H25年4月時点λ

IH25改正で措置 l
改修 ・耐震改修促進法による改修

－区分所有法による改修
坊3/4以上の賛成

功過半数の賛成、容積率等の緩和特例

ト区分所有法による建替え（個別売却）
建替え IL·マンション建替法による建替え（権利変換）

吟4/5以上の賛成

取壊して i
i民法原則に基づき全員同意が必要

住替え I 

E マンション敷地売却制度の流れ）

l本法案で措置 l

・マンション撤地弼却蹴JIの創館
司4/5以上の賛成

・容積寧の緩和特例

jc 耐震性不足の飽定 〉（昨基づ問定行政庁が認定
；・賞受計画の内容；マンションの買受け・除却、代替住居の提供・あっせん
：（翼受人（デベロッパー）が申請）

マンション敷地売却決蟻
《孟~

； ・4/5以上の多数により決議（売却の相手方、売却代金、分配金の算定
；方法）

マンション敷地売却組合の股立認可※ : ·3/4以上の多数の同意

反対区分所有者への売渡し鯖求 ） ； ・時価で買取り

; ｛ ・区分所有者は計画で定めた期日までに分配金を取得
分配金取得計画の決定・認可※ ); い・担保権付きの区分所有権に係る分配金は、区分所有者に

I I 支払わずに供託し、担保権者が物上代位できることとする
〈ト ー骨四四回目四四四回目」四 回 目四四 -I I・借家権者は期日までに補償金を取得

I H圃居住者は期日までにマンションを明渡し

ぃ組合がマンションと敷地’の権利を取得〉； ・期日において個別の権利が組合に集約。担保権・借家権は消滅
< >"

:c::J~：i駅産宣銭高泣麟鶴瓶二コ：・賞受人がマンシ抗除却 に〉 危険居住を解消
"" .区分所有者は、①新マンションへの再入居、②他の住宅への住替』

買受人が新たにマンション等を建股j 民〉 を選択
－従来の建替えより合意形成が容易

：－田－－ ：：本法案の規定内容

耐震性不足の認定を受けたマンションの建替えにより新たに
建築されるマンションで、一定の敷地面積を有し、市街地環
境の整備・改善に資するものについて、特定行政庁の許可に
より容積率制限を緩和。

※認定／認可権者：都道府県知事又は市長

柑 ' ..... マンション

::;:: ::: への建替え
樹耐必ソ
姐脳... 二 6

.必. >ｷ 
明書，；，•

耐震性不足マンション

1 ｝容積率の緩和



資料4
曾 国土交通省

金蝿の雛JS'J越の住宅園地の増加見込み

4悶重量E

一hム；孟石一一－zy緬高l刷
網棚咽年繍－4.回3
畿郵若手孤

0 高度成長期より、都市近郷を中心に大規械な住宅問織が大量に建般骨
併設機・公共施設の一斉割引むが進むとともに、箔従等の必饗な都市＂＂＇

織が確保されず、居韓環境が箸しく低下。

2 

4,000 

司十PABCOEFGHIJ札の共有土地

。蟻韮離

のの①φφの
®①のの①0
A-Lそれぞれが期々の組合員

A-Lが観測に路線績を行慢する
こ』同意可憶~仏A町t.ms分の2
以上.fl)食費で事司憶が可畿と紛私

3,0llD 

2,0llO 

1,0lD 

－土地の共有者のみで市街地再開発事業を総合脆行
する場合に、各共有者をそれぞれ一人の組合員として
盤位、 2/3合意での事業推進を可能とする。
〈都市再開発法）

。鱒待自量 得e・織＠内滞＠鎗.

••• 

にザ〕j

市街地縛開発事灘による撞嘗え

療として、地織の鎚点となる遭曾えを行う場合

『l
l
g

a

z
i
s
J

等とるあで金

（主
雛量値肉に‘単独自昨宥＠撞柚t量盤住宅や虚鍾なl!) ... 叉拡金ft集者自重鞠
f隼企画畠なJ!）が容在Lτも盛期宵...

援重量錨泊分割がで香る． 3 

k却な融えの場合

！ 湖南締法定t*-~寮a旗餓鯨性縫い

;< 噌蹴綿〈金緯S借の4磁土釦合名J 12.tl.l::O)金量》

ヨ民量虫血肉の盤豊績が全て盛合冊省益緬宅島る緬舎のみし
か董盤強盤が守きない．

援 盤地の分割ができない．



建築物の耐震改修の促進に関する法律の概要 平~＝18年 1 .~26日改正施行）（一一行
平成25年11 月 25日改正施行

0耐震化の促進を図るための施策の方針

。耐震診断、耐震改修の方法（指針）

曾 国土交通£料5

0住宅、多数の者が利用する建築物の耐震改修等の目標

。公共建築物の耐震化の目標

0目標達成のための具体的な施策

0緊急輸送道路等の指定（都道府県、市町村上防災拠点建築物の指定（都道府県）

\/ 

0 不特定多数の者が利用する建築物及び避難弱者が利用する建築物のうち一定規模以上のもの

斗都道府県文は市町村が指定する避難路沿道建築物 l

0 一定量以上の危険物を取り扱う貯蔵場、処理場のうち一定規模以上のもの

i耐震診断の義務付け結果の公表Yν；；M''./.,\•·•\··.. ·/:';c;::•···• 
、・』.ql 

，ー一志

！要緊急安全確認大規模建築物｜ 寄る ... ；，盈··－

電＇·

土 J持
0 病院、店舗、旅館等の不特定多数の者が利用する建築物及び学校、老人ホーム等の避
難弱者が利用する建築物のうち大規模なもの

。一定量以上の危険物を取り扱う貯蔵場、処理場のうち大規模なもの

? ｜要安全確認計画記載建築物（耐震改修促進計画に位置付け）！ 二心
白 ’r －七 4

・ k

一訴

訟 、

0 都道府県文は市町村が指定する緊急輸送道路等の避難路沿道建築物

O 都道府県が指定する庁舎、避難所等の防災拠点建築物

耐震改修計留の認定
．地震に対する安全性が確保される場合は既存不適格の
ままで可とする特例
・耐火建築等窪疋環落積率あ爾唱

区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定
・大規模な耐震改修を行おうとする場合の決議要件を緩
和。（区分所有法の特例： 3/4→1/2)

耐震性に係る表示制度（任意）
・耐震性が確保されている旨の認定を受けた建築物につ
いて、その旨を表示。

耐震改修支援センター
耐震診断・耐震改修を円滑に進めるための情報提供等の総合的
な支援を実施

j 補助等の実施 ; 
: －住宅・建築物安全ストック形成事業 : 
’ ・耐震対策緊急促進事業
，・耐震改修促進税制 等

I I ：今回の主な改正点



マンション再生化の方向付けのイメージ

～建替えか、修繕＋改修（耐震含）か～

主な計画~概算費用の算出
（改修・耐震専門の建築老議〉

修繕＋按修

0修繕検討事項

・配管（給排水，ガス） '• 
・玄関扉、サッシ

・ベランダ手摺

O改修検討事項

・耐震補強

・エレベーター

－構造躯体の耐久年数

．バリアフリー

・省エネ・設備

・防犯防災など

O概算費用算出

0個人負担想定

、

j ポイントi歩合意形成
’ 説明会や広報等を通じ

て、情報をできるだけ公

関して、組合員全員の理 ：
解度が同じようにしなが

‘ ら推進することが重要 } 

居住者

アンケート

不満・ニース守の把握

リ 7Yイニング等新

技術の検討

資料6

融資・自治体助

成等の情報収

集

比較検討説明会

定

B

E
V幅
制

d
p

総
桐

方

~ 

建替え

O建築規制確認

0ボリューム計算

O完成イメージ

0概算費用算出
O個人負担想定

0敷地一括売却制度

建替えの事業手法

・自主建替え

－等価交換

・建替え円滑化法

治
ぜ

方向付けが決まったら、決まった方向の詳細計画検討ヘ



資料7

2019年 12020年 12021 年2018年

大
耐規
震模
改！修］
修；繕
のー
実：！

施

再
建
建
物
竣
工

解
体
着
工

権
利
変
換
計
画
認
可

施
工
会
社
（
ゼ
ネ
コ
ン
）
選
定

建
替
組
合
設
立
認
可

建
替
え
計
画
詳
細
検
討

デ
イ
ベ
ロ
ツ
パ

l

選
定

三
臨
時
総
会

〈
再
重
方
向一栓
の
決
機
〉

I ト改修 i I 

I e修繕改修内容の i
定 l

と個人負担想定 I 

! 

再生方向性検討全体スケジュールイメージ例

0耐震改修工事1

設

O概算費用算出

12 11 _a 10 9旦

修繕『

7 

・惨比較検齢

0建替え構想案の策定

0概算費用算出と個人負担想定

j 建替えの事業手法 ; 
z ・自主建替え

・等価交換
－建替え円滑化法
・敷地売却制度

建埜主筆

61l 

一
九山

宿
店
舵
総
会
一
川
一
一
一
三
一

5 

コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
選
定

生息

コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
候
補
選
考

00 0マンション

修繕・改修検討

建替え等検討

※マンション建替え円滑化法での建て替えの場’ I 』園田園田圃輔圃園田恒圃園田園．，．．．圃圃司・・圃圃園町圃圃・・・・

※スケジュールは、想定です。実施内容や合意形成の状況により変動します。

【説明】
・コンサルタント ：建替えコンサルタント、修繕・改修コンサルタント、耐震コンサルタントなど、再生にかかわる様々な分野の専門家で、知識・経験に基づき専門家として課題解決に向けた提案を行う

・再生方向性の決議：マンシヨンの再生手法の選択について、本格的な検討を行っていくことを総会で決議することを一般的に「再生方向性の決議Jといいます。
この決議は、区分所有法に定められた必要な手続きではなく、こうした決議を行ったうえで、組合員の合意影成を行うことが重要です。
決議要件は過半数ですが、出来るだけ多数の賛成を得ることをお奨めします。
建替えに進む場合には、この決議を「建替え推進決議Jといいます。

開発業者のことで、大規模な宅地造成やリゾート開発、再開発事業、オフィスピルの建設やマンション分譲といった事業の主体となる企業のこと。

区分所有法第62条により区分所有建物を建替えることを決める決議をいいます。
区分所有法では、区分所有者数の5分の4以上と議決権の5分の4以上の賛成による決議がある場合には、既存の建物を取り壊して、新しい建物を建築することができることとしています。

マンション管理士平田英雄

－デベロツJfー

・建替え決議



江戸川区、東京都のマンション管理関係施策（助成制度）

・江戸川区

自治綿 電若宮〉 2016隼底続規，，a 鍍続，1•<t健’院の施策｝ 2015,I手段の翼線

なレ ・前置アドバイザー派遣 7伶｛管廻組合7件〉

•i措置S側8助成｛分協マンシaン｝ 排｛管沼組合3件｝

·M篇－助成｛’lU送道路沿ii) 件｛管沼組合3件｝

·ffl·蹴＋助成｛分蹄マシシ.ン｝ 2件｛管沼組合2件〉

• lf81i鈴助成｛綴念総鎗道路沿滋｝ 色体

• If貧富島修助成｛分蹄マンシaン｝ 1件【，IJIM：合1件｝ • ＇帳強調lf:/21115筋肉
• Ii盆alt·修助成｛割高急鎗遜道路沿道｝

・耐震惨餅助成 』

ほJ!Sllli
－ 爾麓齢針助成 t 

16.44S そ耐震改修助成 I; 

• llて鍋え助成 ー・ 除却助成 ' I; 

・分館マンシaン~t鹿実録尋問調R派遣 , F（管環鎌倉3伶3 ・ 9万円／9万円

－アスベスト鯛自優賞助成 件｛管沼組合。件ト 11方伺仰向／20方向

の・マ鍵ン行シ.，・ン編銭安員会が’S符するrマンシsンii.ii.I 年411R行・ 92万6000阿／67万2000向

・カラスおよびスズメバチの』除除去．録賞助成 5件｛管理鎌倉時】・ 17万5側阿／18万円

・~錫マンシaン.斜繍織金※，14念’縁日明金1崎両綱 5件t管理組合5件｝・予算化していない

※出典：マンション管理新聞平成 28 年 6 月 5 日

・東京都

鱒陥 守ン儲シ事ン 2016隼.輯湖底$蹟 継続••＜従来の範鍍｝ 初f~・a由婁措

議襲
・マンシmン管璃ア，eパイザー制度 15件f’壇綿倉路体3α月l家時点眠） 機器警
・マンシmン臨て帯え・檀鯵ア f<パイザー制度 抗体t審竃績会27体） (2月家時療｝

・マンシaン耐震ア Itパイ 'ff·・－源調I＜自治体向紗J 盤審＋申

灘震豪語－詣・Vマ〉ュ，三z，財，：，ンM輯閥鹿置島揖ι踊蝿，勘職場届鋼審恒輔需副字咽問!f:t) 鱒針中

鏑針中

槌件CAlSJJ町・5lt稽定，虫農公義
・尋f ..揖:CJ α局窓時,I）・来確定／卸万誕間約
·izミナ甲陽自医 再緋.・：糊a耐定震／守指備防・来切幡関宮内f朱公費. 
・東京都寵良マンシsン艶蹄揖崇制度 使聴'9!1件・窓健躍：，tネ｛年贋内見込み3・釆崎定／朱公表

Qマ－ンアシッ·:1ンを聾轟掬施健 首長2016修度からはフ＃ 仰す開書店舗隠す桝・t醐嘗議準マンション筆個別訪問・宋傭定／無公膏

イマンシmシ管事ガイドライン』宛行 制紳，予算ltしても惚（.＇
・1C榔Ill伊能噌.緑・間賞制度 。件・予算化していない

審議議語審 朱公a1：宋公携

未公穆／朱公聾

’ll1・ 却．鰍 ・東京都樹曾マータ聾務制度 来公義／朱公務

定・ピル桜・マ舗ン1 シ甥 1ンS寓の耐軍，司段修な務し倒ーーの事織・週 。件・予算化していない

－ピル・マンシa ンの輔甥化緯窓

都酎5件申置蝿噛瞳橿借－J工住hペ島宅ー事B劇宮飯事守但司合且曙将聞司時辛蜘掛公高同・量膚川車会晶忽膏膏沼どを町組H合陣・最膚公で費由J宋置法問曹・竃，m，ポータルサイトの連総

·•合候宅等女陽織健道・鍾務2015章容度で符7

・マンション建てs，えに事事うtr健司Eいflど＠貰鰻 仰や予算4としていない

－分llvンシa ン纏拷·•理ガイドブック政JJ瞭 都の＊“ムページで公開・予算化していない
・分錫マンシ冨lン盛期修錫It濁・討議蜘111ィ vブック 事陶ホームペータで公開・予算化してL惚い

・東京のマンシ，. ン2009 I陶琳ームペ吋3で公開・予算化してい郎、

－マンションの耐震化のすすめ 事陥＊ームページで公開・予知むしてL制、

－マンシ，ン壇場倹鶴襲示制度 的1船体摺曙綿会は不明｝位月＂＇時卸・予算化してい忽い

·11:結切り努え箆棋を，り tt－ピス命込受付符敏 鐙S件t，璃組合l:t不明） (11!；慌時点3・来確漉／未公穣

·ii総鎗＊方式甥~JI，え”の鎗＊管纏径工事総工鈴書量 錆S件4・壇組合は不明）（tJ竜宋時点｝・来期定／朱公費

－スマートマンシs ン噂入銀盤務畠 栄公義／無公艶／201,M＆隼町t'柑億円

・叡盛の，ltJ:＊·エネルギーマ;;r.:;,cント銭湯司区集 韓議機織存在初端警告海側通信
・苧宵て安徳住宅認定期tr 悌I=·朱公義／袋公書提

・乎膏て（;:J包囲Eした住宅のガイドライン 都のホームペーロで公開・宋公費f朱公費
－ ・ －ー

. 

※出典：マンション管理新聞平成 28 年 4 月 5 日
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自主管理の選謹支援か§
再生支援まで

マン包ヨン管理士

平田英雄（川崎税住）

1. 臨むめに ｛患主管理支鑓のために独立） 齢者と高齢化が著しく、配管やサッシの劣化、耐 {~ 
マンションの管理会社で 16年間、フロント業務 震診断による Is値が耐震性不足、エレベーターが無

を中心とした現場対応や受託営業などの業務を担 いことのバリアフリー問題など解決すべき課題が山

当してまいりました。その中で、多くの大手管理会 積しており、組合独自のシステムで運用してきた会

社が収益指向・現撰拡大を目指すのに伴い、利益 計業務も含め自主管理で運営を進めていくことは、

が小さL刈、規模マンションの管理から手を引く様子 困難な状況でした。

を目の当たりにしました。このままでは小規模マンショ 管理会社へ委託することにより今よりどの程度

ンの管理は行き詰まることになると思い、 2012 年 金銭負担が増えるのか、組合役員の負担は滅るの

小規模マンションの自主管理の支援事業を始めるた かなどの疑問を解決するために、まずは、実際の費

め、独立いたしました。

マンション管理士として管理組合を支援する傍ら、

自主管理を志向する管理組合の一番の課題である

組合会計業務を少ない負担でお手伝いできるよう、

パソコン上にインターネット環境を利用して会計シス

テムを呼び出すクラウドを利用した簡易な管理組合

会計システムを開発し、提供しています。このシス

テムにより、管理組合の方も人の手を借りずに自ら

会計業務を行うことができます。

今回は、これまでの取組案件の中から、自主管

理から管理会社に委託への変更援助と再生の方向

性検討への支援を行っているA組合での事例と、

管理会社への一括委託から自主管理へと変更した

B組合での事例をご紹介したいと思います。

2. 管理会社砲選定、 そして再生の方向性の

積討支援に

C 1 ）自主管理の限界か5管理会社への委託へ

A組合 (Ill崎市所在、築 41 年、 RC遺5階建て、

83戸｝との出会いは、 HI崎市のマンション管理士

会のセミナー＆相談会でした。 48 戸の組合員が高

提トンシヨ畑センター糊四1 5.l

用や業務内容を把握するための一例として、ある

管理会社から見積りを取ることにしました。

見積り等で確認したところ、清掃・設備管理費

等の管理コストは今まで見直しをしてこなかったた

め、現在とあまり変わらない金額で管理会社に事

務管理費等を含む一括委託が実現できることが分

かり、一気に管理会社に委託の方向へと進むこと

になりました。

管理会社の選定では、選考方法や委託費以外の

選考のポイントとして、①修繕・大規模修絹への

関与の仕方が請負かコンサルティング、②未収督促

（期間と長期滞納者への対応など）方法、③管理
員の役割（理事会の出席、組合支援など｝などを

専門的な観点から支援する必要があるため、管理

会社選定のコンサルティング契約を結び選考のお手

伝いをすることとなりました。

見積合わせ方式により、委託金額、上記の選考

ポイント、プレゼンテーションの 3つの項目で数社を

比較検討した結果、最終的にはこれまでのコストよ

りも低い金額で管理会社への一括委託をすること

が由来ました。保守点検管理業務、組合会計処理・

報告、督促業務などの定型的な組合運営業務を任 をしていました。管理員や設備管理については管

せることにより、組合役員は、「修膳・改修j f連 理組合が寵按に委託するとして、会計業務だけを

替えj など再生に向けた方向性などの検討や、コミュ 低額費用で委託できないかと、払が相談を受けま

ニティ形成など大きな課題解決への取組に専念で した。

きるようになりました。 とれに対して、会計処理や帳簿の作成を行う会

計業務と、エレベーター保守会社の選定の支援業

(2）築40年を迎え再生の方向性の検討へ 務も行ったととで、結県として年間 100 万円を超え

管理会社への委託が始まると同時に、今度は碍 る管理費用がコストダウンされました。その後、管

生の方向性の検討の課題が大きく浮上してきまし 理費と修繕積立金の改定を行い修繕積立金を増額

た。耐震補強を行うのか、エレベーターの設置はで して、今後の修繕コストの港加に備えることができ

きるのか、建替えの条件はどうかなどの探題につい ました。

て方向性を決めなければ大規棟修繕も進まない状 今後は、組合鈴教が少なく理事会運営が難しい

.. rｷｷ 況になっていました。そこで、再生の方向性を検討 小規模マンションの運営に適した方法として、管理

するためのコーディネーターとしての役割を椋頼され 者を選任して、必要な事項は全て総会で決定する

ました。 管理規約に改定するお手伝いをすることにしていま

建替えと修繕・改修の比較検討を、適切な費用 す。

で行うコンサルタントに委託しようと、 NPO法人や

設計事務所など数社からの企画提案、実績、費用 4. おわりに

を比較検討して選考を行い、建替えや再生の方向 小規模マンションの支援のために、独立してー事業

性の比較検討に実績のあるNPO法人に決定しまし を始めましたが、思った以上に高級王手、耐震性不

た。 足や高勧化のために、再生への方向性の検討を支

そのNPO法人によるコンサルティングのもと、約

8 ヵ月かけて、①再生検討のガイダンス、①修繕・

改修・EV・耐震シミュレーション、①建替えシミュレー

ション、＠総合的比較検討の計4回の説明会と懇

談会を行い、再生の方向性検討のプログラムを進

めました。 1回目の再生化のアンケートの結果はJ建

答えj と f修措・改修j そして f判断がつかないJ

の 3項目に意見が分かれ、結請が治ませんでした。

現在は、再生検討の第二段階として、各方向に

おける級会員の資金的負担を分かりゃすく示して、

組合員の方々の理解を深めながらさらに検討を進め

ているところですe

3. 蟹議会社へのー謡譲誌か5自主管還へ部

事行支援

B組合｛目黒区所在、築23 年、 RC造地下 1 階・

地上3階建て、 6戸）は管理会社に一括委託して

~ zましたが、エレベーターが油圧方式で部品の供給

停止のために更新費用の支出に鍛える等、今後の

修繕費用の増大が見込まれるため、管理費用を節

減して修描積立金にまわそうと、自主管理の検討

捜しなければいけないマンションが多いことを再認

識しました。

管理会社に勤めている開に気が｛ぜかなかったこと

は、管理会社が対応しているのは実は恵まれた環

境の管理組合で、お金が無く、人材もいない管理

組合をどうするのかということです。放っておくとス

ラム化につながってしまうマンションの管理組合をど

のようにして支援していくのか、対応策を具体化し

ていかなければいけないと考’えます。

また、当初の命題である小規模マンションの支援

については、管理会社に頼らないマンション管理の

手法を織築することで、無駄なコストを省いた効率

の良い管理の実現と併せ、マンション管理士が専

門的な支援を行うことによりB組合のように効率が

良くそして質の高いマンション管理を実現できると

考えます。

都市型の標機的な居住形態としてのマンションの

課題に取り組むことは、社会的意義が大きい仕事

であり、今後も積極的に取り組んでいきたL立考え

ています。

マンシーン；－~－二




